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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

会社情報（2022年9月30日現在）株式情報（2022年9月30日現在）

株式の状況	

株主メモ	

1.発行可能株式総数	 54,800,000株
2.発行済株式の総数	 31,256,600株（うち自己株式1,048,528株）
3.株主数	 5,380名

■事業年度	 毎年4月1日〜翌年3月31日
■基準日	 定時株主総会	 3月31日
	 剰余金の配当	 3月31日
	 中間配当を行う場合	 9月30日
	 		そのほか必要がある場合は、あらかじめ公告いたします。
■定時株主総会	 毎年6月下旬
■単元株式数	 100株
■株主名簿管理人	 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号
	 みずほ信託銀行株式会社
■お問い合わせ先

証券会社に口座をお持ちの場合 特別口座の場合

郵便物送付先

お取引の証券会社になります。

〒168-8507	東京都杉並区和泉2-8-4
みずほ信託銀行　証券代行部

電話お問い合わせ先 0120-288-324（フリーダイヤル）
（土・日・祝日を除く9：00〜17：00）

お取扱店
みずほ信託銀行
　本店および全国各支店
　※		トラストラウンジではお取扱いでき

ませんので、ご了承ください。

ご注意
未払配当金の支払、支払明細発行に
ついては、右の「特別口座の場合」
の郵便物送付先・電話お問い合わせ
先・お取扱店をご利用ください。

単元未満株式の買取・買増以外の株式売
買はできません。

■公告方法	 電子公告（https://www.se-corp.com/ir/koukoku.html）
	 		ただし、やむを得ない事由によって、電子公告による公告をするこ

とができない場合には、日本経済新聞に掲載して行います。

役　員

			ご報告：株主優待制度を活用した社会貢献団体への寄付について
　2022年3月期においては、選択式の優待品目のひとつとして、昨
年同様「緑の募金」を通じた東日本大震災の被災地復興に向けた『使
途限定募金』の寄付を設定いたしました。
　その結果、多くの株主様の善意により合計金額　50万2千円が集
まりましたので、公益社団法人国土緑化推進機構に全額寄付させて
いただきます。
　ご協力いただいた皆様、誠にありがとうございました。

商 号 株式会社エスイー
所 在 地 〒163-1343

東京都新宿区西新宿六丁目5番1号（新宿アイランドタワー）
創 業 1967（昭和42）年８月
設 立 1981（昭和56）年12月
資 本 金 12億2,805万円
従 業 員 数 単体193名、連結535名
グループ事業内容 1.建設用資機材の製造・販売

・ケーブル製品分野
・鉄鋼製品分野
・コンクリート製品分野
2.建築用資材の製造・販売
・建築金物分野
・鉄骨工事分野
3.建設コンサルタント
4.補修・補強工事
5.その他

関 係 会 社 ㈱アンジェロセック（連結）
A＆Kホンシュウ㈱（連結）
㈱北都運輸（連結）
エスイーリペア㈱（連結）
㈱ランドプラン（連結）
エスイー鉄建㈱（連結）
㈲日越建設コンサルタント（VJEC）（非連結、ベトナム）

協 力 会 社 アンジェロップ（フランス）

詳細なIR情報や会社概要等については、当社ホームページをご覧ください。
https://www.se-corp.com

ホームページのご案内

第42期第2四半期
2022年4月1日～2022年9月30日

証券コード：3423

証券コード：3423

・減収減益～原材料費高騰と前年のスポット案件剥落により大幅減益

・年間業績予想～業績予想は不変
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〇2022年度第2四半期 決算ハイライト

株式会社エスイー

岩城橋（愛媛県）

■取締役・監査役
代表取締役会長	執行役員会長 森　元　　峯　夫
代表取締役社長	執行役員社長 宮　原　　一　郎
取締役 	 専務執行役員 串　田　　信　行
取締役 	 常務執行役員 野　島　　久　弘
取 締 役 	 執 行 役 員 滝　沢　　　　力
取 締 役 	 執 行 役 員 小　松　　真　彦
取 締 役 	 執 行 役 員 市　川　　真佐史
取締役（社外取締役） 岡　　　　俊　明
取締役（社外取締役） 平　野　　尚　也
監 査 役 （ 常 勤 ） 杉　山　　浩　之
監査役（社外監査役） 菅　澤　　喜　男
監査役（社外監査役） 寺　石　　雅　英
■執行役員（取締役を兼任するものを除く）
執 行 役 員 中　村　　賢　一
執 行 役 員 石　野　　隆　之
執 行 役 員 岡　野　　康　雄
執 行 役 員 河　田　　洋　志
執 行 役 員 大　石　　敏　弘
執 行 役 員 水　津　　文　明
執 行 役 員 竹　家　　宏　治
執 行 役 員 齋　藤　　健　児
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算
概
要第2四半期連結累計期間の推移（単位：億円）
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■ 売上高（左軸）　　 ◆　経常利益（右軸）

　株主の皆様には平素より格別のご理解とご支援を

賜り、厚く御礼申し上げます。

　2022年4月〜9月の日本及び世界経済は、新型コ

ロナウイルス感染症の対策の行動制限も緩和され、

正常化する方向に向かいました。一方、過年度より

続いていたエネルギー価格・原材料価格の高騰や物

流の停滞、サプライチェーンの混乱は、ウクライナ

情勢の長期化や急速なドル高の進行により、国民経

済の隅々まで大きな影響を与えるようになり、景気

減退のリスクが意識される状況となっております。

また、ウクライナ情勢等により世界が二分化する事象を目の当たりにするようになり、各国がそれぞれ危機対応を

より意識せざるをえない状況になっています。

　当第2四半期連結累計期間の売上高は、114億17百万円（前年同期比△0.3％）、経常利益は、4億81百万円（前

年同期比△56.5％）となりました。このような大幅な減益となりましたのは、2021年度にありました建設用資機

材の製造販売事業での大型かつ高収益のスポット案件の剥落や台風19号（2019年）災害からの復旧用コンクリー

トブロックへの需要の終息が大きく影響しております。また、原材料価格の高騰につきましても、様々な施策を打っ

てきましたが、急激な高騰を打ち返すには至らず、施策効果を上回る原価上昇となりました。

　一方、国土強靭化や社会インフラの老朽化等の社会課題解決に貢献する当グループ製品群に対する需要面での追

い風は変わっておらず、民間建築分野や海外市場においても、新型コロナウイルス感染症の影響から回復の兆しが

はっきりと表れており、原材料価格の高騰は続くものの、2022年度の対外公表予想値を達成して、次の中期経営計

画につなげていきたいと考えております。

　株主の皆様には、今後ともエスイーグループに対する支援を賜りますように何卒よろしくお願い申し上げます。

代表取締役会長

森元 峯夫
代表取締役社長

宮原 一郎

●売上高は、下記マイナス要因をプラス要因でカバーしきれず、前年同期比▲35百万円の減収。
（マイナス要因）	 ・		建設用資機材の製造・販売事業での大型の高収益スポット案件の剥落や台風19号復旧用コンク

リートブロックの特需終息。
・		建設用資機材の製造・販売事業での現場工事計画の延期案件の増加（前年同期は繰上げ納入依頼
への対応が例年より増加）。

（プラス要因）	 ・民間建築分野が新型コロナウイルス感染症の影響より回復。

●		利益面では、大型の高収益スポット案件の剥落及び原材料費の高騰を主因として、経常利益で前年同期比▲６億26
百万円の大幅な減益。

◆決算概要　～減収・大幅減益～

2022年度第2四半期連結累計期間 前年同期比
連結売上高 114億17百万円 △35百万円

連結営業利益 4億75百万円 △6億14百万円

連結経常利益 4億81百万円 △6億26百万円
親会社株主に帰属する
当期純利益 2億65百万円 △4億34百万円

株主の皆様へ 決算概要
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エスイーグループの事業は主に4つのセグメントにより構成され
ています。

売上高 営業利益

受注環境は良好も、前年度スポット案件の剥落を補填しき
れず、原材料価格の高騰、人件費・経費等の増加影響を受
けた。

民間投資意欲が回復基調となり、建築金物の需要が戻りつ
つある。また、鉄骨工事業の繰り越し案件が多いなか、工
程が順調に進捗した。

海外現地経済活動は徐々に平常化しつつあるが、期初受注
残が少ないなかでの活動となった。

良好な受注環境が継続しているが、大型工事の工程遅れや
工事原価の上昇影響を受け、厳しい状況となっている。

41.2%

46.7%3.2%
8.9%

売上高
構成比

建設用資機材の
製造・販売事業
建築用資材の
製造・販売事業
建設コンサルタント事業
補修・補強工事業

建設用資機材の製造・販売事業

建築用資材の製造・販売事業

建設コンサルタント事業

補修・補強工事業

前第2四半期

当第2四半期

億円

53.3億円

60.1 前第2四半期

当第2四半期

億円

2.7億円

7.9

前第2四半期

当第2四半期

億円

47.0億円

40.2 前第2四半期

当第2四半期

億円

3.1億円

3.4

前第2四半期

当第2四半期

億円

3.6億円

3.7 前第2四半期

当第2四半期

億円

0.1億円

0.3

前第2四半期

当第2四半期

億円

10.1億円

10.3 前第2四半期

当第2四半期

億円

0.7億円

1.0

2023年3月期の業績予想は、2022年5月13日公表の売上高243億円、営業利益14.51億円より変更なし
・		売上高は、民間建築分野は回復が顕著で、建設用資機材の製造・販売事業のスポット大型案件の	
剥落があるも、2021年度と概ね同水準の進捗。

・利益面では、原材料費の高騰が続くが、2020年度の進捗と同程度の利益率の上昇が期待される。

売上高（累計）

営業利益（累計）・営業利益率

2020年度
3Q2Q1Q 通期

2021年度
3Q2Q1Q 通期

2022年度
3Q2Q1Q 通期

2020年度
3Q2Q1Q 通期

2021年度
3Q2Q1Q 通期

2022年度
3Q2Q1Q 通期

162.49

101.49

228.01

48.85

（億円）

（億円）

176.76

114.53

241.50

55.49

114.17

243.00

56.08

7.183.59

11.85

1.56

4.4%
3.5% 5.2%3.2%

9.4%9.5%
8.2%

10.2%

4.2%

6.0%

3.8%

16.63
10.89

19.82

5.63 4.75

14.51

2.13

利益率 利益率

事業の状況
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社会課題解決と成長のイメージ
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社会課題解決と成長のイメージ

売上高
（億円）

基盤強化

先行投資

中期経営計画
2020-2022

国土強靭化3ヶ年計画 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策

NEXCOの耐震補強の本格化

i-Construction・建設産業の生産性向上（建設現場の⽣産性を2025年度までに2割向上）

NEXCOの大規模更新・大規模修繕　橋梁の老朽化対策

海外マーケットの拡大（ベトナムの2016〜2030年の成長予測3倍）

2030年温室効果ガス排出量46%（2013年度比）削減

投資余力が大幅増加、財務内容も強固になり、より柔軟に新規事業やM&Aに注力

2020年3月末

現金及び現金同等物（百万円） 3,105

有利子負債� （百万円） 5,470

純資産� （百万円） 8,326

自己資本比率� （％）　　 37.6

D/Eレシオ� （倍）　　 0.66

2022年9月末 増減

3,899 +794

4,798 △671

9,818 +1,491

41.7 +4.1

0.49 △0.17

〇プラズマ発電事業
　新実験棟での量産化技術の実用化実験開始
　事業化へ向けた詳細な事業設計を開始
　→次期中期経営計画では、事業立上げの
　　具体的アクションに移行

〇ESCON事業
　ESCONスラブ（道路橋床版）等大規模修繕
　等を中心とした橋梁補修関連の開発に注力
　→次期中期経営計画では、製品化の際には
　　⽣産設備拡充

先行投資－新たな収益の柱

企業価値の
飛躍的な向上

〇大規模な設備投資

〇アライアンス強化

〇借入余力・投資余力の増加

〇財務内容強化
　（信頼できるパートナー）

財務内容

65


